
　

塙町人事行政の運営等の状況の公表について

塙町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第6条の規定に基づ

き、人事行政の運営の状況を取りまとめましたので公表します。

町の人事行政の運営の公表につきましては、その公正性や透明性を高め

ることを趣旨として、職員の任用、給与等の状況を始め 、人事行政全般に

ついて、町ホームページに掲載してお知らせすることとしています。

平 成 30 年 12 月

塙 町



1、 人事行政の運営の状況

職員の任免及び職員数に関する状況

① 職員数の状況と主な増減理由　 （各年度４月１日現在）

（注）職員数は、一般職に属する職員数です。

② 職員の採用及び退職の状況

平成29年度に採用及び退職した職員の状況は、次のとおりです。

（注）その他の内訳は、自己都合（1名）です。

職員の人事評価の状況

職員の給与の状況

① 総括

ア　人件費の状況（普通会計）

人

（注）人件費には、特別職に支給される報酬等も含まれています。

イ 職員給与費の状況（平成30年度当初予算・普通会計）

主な増減理由

採用3人、退職△3
人、異動△1人

退職△1人

千円
30年度

給　　　　　与　　　　　費

給　　　料 期末・勤勉手当 その他の手当 計

376,097 千円 148,749 千円 583,922

(2)

町では、試行期間を経て平成28年度から人事評価制度を導入して、職員の能力開発、人材育
成のツールの一つとして活用し、職員一人ひとりの能力開発に役立て、職員が能力を最大限に
発揮し組織力を高めることで、より良い行政サービスを町民に提供することとしています。

能力開発を目的とした「能力考課」と目標管理による組織力向上を目的とした「業績考課」を実
施し、上司と部下の評価面談を行い、評価結果は能力開発と業務改善につなげます。

(3)

住民基本台帳 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ）

Ｈ30.3.31現在

△ 1

△ 1

(1)

1 1

千円 千円

6,301,466 913,948

％

14.58,933

千円 59,076

1

1

　　　　　区分
職種 定　年 勧　奨 その他 合　計

退　　　　　　職

29 27 26

1 1 1

1 1

117 117 115

採　用

農 業 委 員 会

職　　　　員　　　　数

平成28年度 平成29年度 平成30年度

84 86 85

1 1 1

1 5

対前年度
増減数

機　関　名

合計

町 長 部 局

議 会 事 務 局

教 育 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員 会 事 務 局

合　計 ― 4 0 1 5

一般職 5 4 0



② 職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

（注） 1 「一般行政職」とは、税務職、看護・保健職、福祉職、企業職、幼稚園教育職を除いた職員です。

2 「平均給料月額」とは、30年4月1日現在における職員の基本給の平均です。

3

イ　初任給及び経験年数別・学歴別平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

③ 一般行政職の級別職員数等の状況

ア 一般行政職の級別職員数の状況 （平成30年4月1日現在）

1 「職員の給与に関する条例」に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

イ 一般行政職の特別昇給の状況

勤務成績が特に優秀である場合等に、上位の号給に昇給させることができるものです。

職員数は、各年度4月1日現在の一般行政職員数です。

区　分 職員数 構成比標準的な職務内容

8 9.8%

参事、課長、局長

4.7% 3.6% 4.8% 6.0%2.4%比率　Ｂ／Ａ

84人

2人

2.4%

86人 84人

4人 3人実施職員数　Ｂ

83人 83人82人

平均給与月額

一般行政職

43歳 1月

324,200円

377,200円

経　　験　　年　　数
初任給

一般行政職

学歴
採用2年経過後 10年 15年 20年

高校卒

195,500 247,900 326,600

150,400 159,000 217,100 247,900 293,600

293,600

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当などの
諸手当の額の平均です。

平均年齢

（注）

14.6%

大学卒 183,400

平均給料月額

25年度

100.0%82計

29年度

職員数　Ａ

６級

28年度 27年度 26年度

１級 主事、技師 6 7.3%

２級 主任主事、主任技師 16 19.5%

３級 主査、技査 18 22.0%

22 26.8%

５級 園長、所長、課長補佐

（注）

12

24年度

5人2人 4人

４級 係長、主任主査、主任技査



④ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当（平成30年4月1日現在）

年間4.35月分が2回に分けて支給されています。

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額 資料なし

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）

月分 月分 月分

月分 月分 月分

イ 退職手当（平成30年4月1日現在） ＊特別職を除く

ウ 特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。

エ 時間外勤務手当

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。

千円

千円支給実績（28年度実績）

時間外勤務者1人当たり平均支給年額

支給実績（29年度実績） 19,004

19,925

47.709 月分

1日

支給単価

  5,000円

     500円

　5,000円以内除雪作業従事手当 除雪車運転等の業務 左記業務に従事した職員

1日

1日

行旅死病人の取扱に従事 左記業務に従事した職員

防疫作業手当 防疫作業従事 左記業務に従事した職員

行旅死病人取扱手当

千円

業務内容 対象職員手当の名称

・役職加算　　 5%～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分

塙　　　町 福　島　県

勧奨・定年（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合

28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年

勤続20年

職制上の段階、職務の級等

期末手当

勤勉手当

期末手当

勤勉手当

期末手当

勤勉手当

による加算措置 による加算措置 による加算措置

2.60

1.80

2.55

1.80

2.55

1.80

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

月分

勤続25年

19.6695 月分 24.586875

28.0395 月分 33.27075 月分

1,769

時間外勤務者1人当たり平均支給年額 292 千円

塙　　　町 福　島　県 国

1,51529年度 29年度

職制上の段階、職務の級等 職制上の段階、職務の級等

・役職加算　5%～15％

・管理職加算　なし

・役職加算　　 5%～20％

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年

293



オ その他の手当（平成30年4月1日現在）

⑤ 特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

（29年度支給実績） 月分

（29年度支給実績） 月分

（算定方式） （支給時期）

給料月額×在職月数×支給率（48/100） 任期ごと

給料月額×在職月数×支給率（29/100） 任期ごと

給料月額×在職月数×支給率（20/100） 任期ごと

期末手当

議　　　長

副　議　長

議　　　員

町　　　長

副　町　長

教　育　長

退職手当

議　　　長

副　議　長

議　　　員

住居手当 （支給額） 一部異なる
月額9,500円を超
え る 家 賃 を 支
払っている者

借家等に居住している職員（月額
9,500円を超える家賃を支払ってい
る者に限る）

借家等：（家賃―20,500円）×1/2 +
11,000円
　　　　上限27,000円

千円4,196

千円 20,250

同　　じ ― 11,986 千円

円262,269

円

手　当　名

扶養手当

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給

（支給額）

円等配偶者 6,500

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成29年度実績）

支給職員1人当たり
平均支給年額

国の制度
との異同

235,010

円同　　じ ―
管理職員特別
勤務手当

162

円

同　　じ ― 18,173 千円 454,320 円

通勤のため、交通機関等を利用し
てその運賃等を負担し、又は自動
車等交通用具を使用することを常
例とする職員に支給通勤手当 一部異なる

運 賃 等 相 当 額
が 、 55,000 円 超
の 場合 、越 える
額の1/2を加算

4,122 千円 66,481

（支給額）
交通用具使用者：通勤距離に応じ
た額（上限46300円）

管理又は監督の地位にある職員の
職のうち規則で指定する職にある
職員に支給

（支給額）職に応じ定額で支給

（支給額）勤務１回につき定額

管理職員が臨時又は緊急の必要
等により週休日又は休日等に一定
時間以上やむを得ず勤務した場合
に支給

給　　料　　月　　額　　等

780,000

624,000

589,000

272,000

206,000

188,000

3.25

3.15

区　　　　　分

町　　　長

副　町　長

教　育　長

町　　　長

副　町　長

教　育　長

給　　 料

報　　 酬

管理職手当
(給料の特別

調整額）



職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

① 職員の勤務時間の状況（平成30年4月1日現在）

② 職員の年次有給休暇の使用状況

（注） 付与日数の上限は40日です。

　平成28年の1人当たりの平均使用日数は、次のとおりです。

③ 病気休暇及び特別休暇の状況

　平成30年4月1日現在、定められている特別休暇は、次のとおりです。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

15

17

19

生理休暇

忌引休暇

夏季休暇

ボランティア休暇

結婚休暇

配偶者、父母及び子の祭日の休暇

骨髄移植に係る登録又は骨髄液の提供の休暇

選挙権等の権利行使のための休暇

証人等として官公署へ出頭するための休暇

風水震火災等による交通の遮断を事由とする休暇

交通機関の事故等を事由とする休暇

リフレッシュ休暇

14

風水震火災等による職員の退勤途上における身
体の回避を事由とする休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

5日以内

連続する10日以内（週休日含む）

子の看護のための休暇

勤続30年に達する場合7日以内

産前産後休暇

配偶者の出産休暇

育児休暇

16

18

種　　　　類 付　与　日　数　

必要と認められる期間

産前8週間以内、産後8週間以内

3日以内

1日2回各30分以内

5日以内

その都度2日以内

配偶者の場合10日以内　ほか

5日以内(6月～10月）

(4)

一般的な職員の勤務時間は、休憩時間を除き、1日について7時間45分（午前8時30分～午後
5時15分）、1週間について38時間45分です。

また、保育園、幼稚園勤務職員等、勤務の特殊性によりこの勤務時間により難い職員の勤務
時間は別に定めています。

年次有給休暇は、1年ごとに20日（中途採用者は別に定める日数）が付与されていて、20日を
超えない範囲内の残日数は、翌年に繰り越すことができることになっています。

１人当たり平均使用日数

8.9日

病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを
得ない場合に認められる休暇です。

特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産等、その他の特別の事由により職員が勤務しないこと
が相当である場合として定められている有給休暇です。

1週間の範囲内で必要と認められる期間

その都度1日

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律の規定による交通の制限又は遮断
を事由とする休暇

風水震火災等による職員の住居の滅失等を事由
とする休暇



職員の休業に関する状況

① 育児休業等の取得状況（平成29年度）

人 人

人 人

人 人

② 自己啓発等休業の取得状況

自己啓発等休業

人 人

人 人

人 人

職員の分限及び懲戒処分の状況

① 分限処分の状況

　平成29年度の処分件数は次のとおりです。

0

自己啓発休業とは、自発的な修学又は国際貢献活動を目的として、無給で、修学の場合は2
年、国際貢献活動の場合は3年を休職とする制度です。

(6)

分限制度は、職員が恣意的にその職を奪われないよう身分を保障することにより、 公務の中

立性、安定性を確保し、公務能率の維持及びその適正な運営を図る趣旨から整備されていま

す。

分限処分は、地方公務員法又は条例に定める事由に該当する場合に限り、任命権者が職員

の意に反して、その身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。

区　　　　　　分

勤務成績が良くない場合

育児休業

女 0 0

計 0 0

育児休業とは、3歳に満たない子を養育するため、子が３歳に達する日までの期間を限度とし
て、職務に従事しないとする制度です。育児休業をしている期間については、給与は支給されま
せん。

部分休業とは、小学校就学前の子を養育するため、1日の勤務時間の一部（2時間を限度）に
ついて勤務しないとする制度です。部分休業をしている時間については、給与は支給されませ
ん。

男 0

平成29年度 平成28年度

（法28条第1項第1号）

心身の故障の場合

（法28条第1項第2号、第2項第1号）

降　任 免　職 休　職 降　給 合　計

0 0 0 0 0

0 0 1 0 0

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第1項第3号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第1項第4号）

刑事事件に関し起訴された場合

（法第28条第2項第2号）

条例に定める事由による場合

（法第27条第2項）

合　　　　　　　　計

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

0 0 1 0 0

0 0 0 0

0法第28条第4項により失職した者

(5)

男

女

計

部分休業

0

1

1

0

0

0



② 懲戒処分の状況

　平成29年度の処分件数は次のとおりです。

ア 懲戒処分者数

イ 行為別懲戒処分者数内訳

職員の服務の状況

職員の退職管理の状況

懲戒制度は、職員の一定の義務違反に対して、道義的責任を追及することにより、地方公共団
体における規律と公務遂行の秩序の維持を図る趣旨から整備されています。

懲戒処分は、法に定める事由に該当する場合に、職員の非違の責任を明らかにして科される
制裁として、任命権者が職員の身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいま
す。

法令違反

（法29条第1項第1号）

職務上の義務違反又は怠慢

（法29条第1項第2号）

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

0 0 0 0

0 0

区　　　　　　分 戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

（法第29条第1項第3号）

合　　　　　　　　計 0

0

収賄等関係 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

給与・任用に関する不正

（諸給与の不正領得等）

一般服務違反関係

（職務命令違反、信用失墜行為等）

一般非行関係

（傷害・暴行の刑法違反等）

0 0

(7)

職員の服務については、地方公務員法（以下「法」という）第30条に服務の根本基準が定めら
れているほか、法令等及び上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職
務に専念する義務、政治的行為の制限などの義務や制限が課されています。

これらの服務規律を保持するため、懲戒制度の適切な運用に努めているほか、日頃から職員
に注意を喚起し、徹底を図っています。

道路交通法違反 0 0 0 0 0

管理監督責任 0 0 0 0 0

合　　　　　　　　計 0 0 0

平成29年度の服務規律の遵守に関する主な取組状況は、定期的（夏季、年末等）に周知した
ほか、選挙の実施時等、必要に応じて随時、職員への周知を図りました。

地方公務員法の一部改正に伴い、元職員による離職前５年間に在職していた職員に対する契
約事務等についての働きかけが規制されています。また、営利企業等に再就職した元職員に対
して、離職後２年間、再就職に関する情報の届出が義務付けられています。

(8)

0 0

0 0

区　　　　　　分

0 0

0



職員の研修の状況

① 研修の実施状況（平成29年度実績）

人

人

人

職員の福祉及び利益の保護の状況

① 職員の福利厚生の実施状況

人

人

人

人

人

② 公務災害等の状況

③ 職員の利益の保護の状況

ア 勤務条件に関する措置要求制度

平成29年度は、要求はありませんでした。

イ 不利益処分に対する不服申立て制度

平成29年度は、要求はありませんでした。

(9)

職員の勤務能率の発揮及び増進のため、職務の階層に応じて行う職層別の研修（新規採用、
係員、監督者、管理者研修）や、個々の職員が習得したい知識研修、専門研修等（業務遂行能
力養成、政策形成能力養成）を積極的に実施しています。

区　　　分

ふくしま自治研修センター

そ　の　他

計

受　講　者　数

26

5

31

(10)

生活習慣病予防健康診断（30歳以上）

健康診断種別

胸部健康診断

生活習慣病予防健康診断（30歳未満）

婦人がん予防検診（子宮頚がん）

実施主体 受診者数

112

95

17

78

町

町

町

町

69

4 人

平成28年度末
未認定件数

平成29年度中
申請件数 公務上 公務外 取下げ

婦人がん予防検診（乳がん）

人間ドック健康診断

町

町、共済組合

職員共助会

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0

0

0

職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に対する不服申立制度によ
り保護されています。

地方公務員法第46条により、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、福島県公平委員
会に対して、任命権者により適当な措置が執られるべきことを要求することができる制度で
す。

法第49条の2により、懲戒その他職員の意に反すると認める不利益処分を受けたとき、福島
県公平委員会に不服申立てすることができる制度です。

計

平成29年度末
未認定件数

平成29度中認定状況
区 分

公務災害

通勤災害

合　　計

0

0

0

0

0

0


